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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので「連結経営指標等」については、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

  

  

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 5,665,429 4,650,884 3,079,352 2,581,394 1,990,221

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 124,916 △384,282 △539,371 △332,220 △500,883

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(千円) 9,374 △688,365 △570,867 △352,870 △1,251,885

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 919,000 919,000 919,000 919,000 919,000

発行済株式総数 (千株) 5,280 5,280 5,280 5,280 5,280

純資産額 (千円) 3,731,123 3,060,286 2,470,612 2,173,455 892,066

総資産額 (千円) 5,949,414 5,387,141 4,669,715 4,115,455 2,841,288

１株当たり純資産額 (円) 707.15 580.09 468.41 412.22 169.32

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

5.00 

(―) 

3.00

(―) 

―

(―) 

― 

(―) 

―

(―) 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 1.78 △130.48 △108.22 △66.91 △237.57

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.7 56.8 52.9 52.8 31.4

自己資本利益率 (％) 0.3 ― ― ― ―

株価収益率 (倍) 202.2 ― ― ― ―

配当性向 (％) 280.9 ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 270,108 △3,718 △89,941 12,764 86,853

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △527,172 △281,979 △345,861 93,139 58,199

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 218,881 100,628 484,227 △129,100 △149,924

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 308,391 123,322 171,746 148,550 143,678

従業員数 (名) 236 232 216 182 157



２ 【沿革】 

  

  

年月 概要

昭和22年10月 開閉器用、遮断器用、継電器用等の合金接点「エレタクト」(特許)の製造販売を目的として、大

阪市東区今橋に日本科学冶金株式会社を設立 

昭和23年11月 本社を大阪市城東区に移転し、同時に大阪工場を設置 

昭和34年８月 自転車の発電ランプ用鉄・プラスチック系含油軸受「アイプロン」(特許)の製造販売を開始 

昭和34年８月 東京出張所を東京都千代田区に設置(東京出張所は昭和60年４月東京営業所に昇格) 

昭和36年４月 含油軸受の生産量増加に伴い、大阪府寝屋川市に寝屋川工場を設置(寝屋川工場は昭和60年６月

大阪工場に名称変更)、含油軸受製造部門を移転 

昭和37年４月 テープレコーダー用青銅・プラスチック系含油軸受「キュプロン」(特許)の製造販売を開始 

昭和40年４月 大阪中小企業投資育成株式会社の全額引受けにて、2,000万円の転換社債を発行 

昭和40年12月 業務内容の発展を目指し、本社を大阪府寝屋川市に移転 

昭和42年12月 大阪市の大阪工場を寝屋川市の寝屋川工場に集約、同時に研究部門の設備を充実 

昭和44年４月 発行済転換社債を株式に転換、資本金を6,000万円に増資 

昭和44年６月 販売活動の積極的な展開のため、東京出張所を東京都板橋区に移転 

昭和45年４月 福山出張所を広島県福山市に設置(福山出張所は昭和60年４月福山営業所に昇格)  

昭和47年６月 オーディオ製品の普及と高性能化に対応して、オーディオ用高性能銅系含油軸受「ニカメット

101」(特許)及びオーディオ用鉄系機械部品「ニカメット901」(特許)の製造販売を開始 

昭和52年５月 含油軸受ハウジングの樹脂化に伴い、素材・樹脂ハウジング製造から組立てまでの一貫した生産

体制を確立し、樹脂成形品の製造販売を開始 

昭和55年７月 素材製造から組立てまでの一貫した生産体制の強化のため、寝屋川工場内に軸受新工場を建設 

昭和59年10月 粉末冶金技術と金型製造技術を応用し、高精度焼結機械部品の製造販売を開始 

昭和60年２月 資本金を１億5,000万円に増資 

昭和60年６月 最新設備を備えた三重工場を三重県亀山市に設置、精密金型製造部門を新設 

昭和60年７月 資本金を６億2,500万円に増資 

昭和61年２月 販売活動を拡充するため、東京営業所を東京都豊島区に移転 

昭和61年９月 三重工場内に機械部品工場を建設し、機械部品素材製造部門を移転 

昭和61年10月 内製精密金型のノウハウを元に、精密金型の製造販売を開始 

昭和62年４月 研究開発活動の積極的展開をはかるため、研究所を設置（平成５年４月商品開発研究所に改組） 

平成５年９月 大阪証券取引所市場第二部特別指定銘柄(新２部)に上場、資本金を９億1,900万円に増資 

平成８年１月 大阪証券取引所市場第二部銘柄に指定替え 

平成12年８月 本社・大阪工場、三重工場がＩＳＯ14001を認証取得 

平成13年３月 福山営業所を廃止 

平成14年３月 経営合理化の一環として、組立加工部門を三重工場へ集結し生産体制を強化 

平成15年７月 熱伝導樹脂の製造販売を開始(ＤＶＤ光ピックアップベースに業界初の熱伝導樹脂が採用される) 

平成15年８月 香港駐在事務所設置 

平成16年１月 経営合理化の一環として、大阪工場の合金接点部門を三重工場へ移管 

平成16年８月 三重工場がＩＳＯ9001を認証取得 

平成16年９月 本社・大阪工場跡地の再開発事業として事業用定期借地権設定契約により土地の賃貸を開始 

平成16年10月 香港駐在事務所閉鎖 

平成18年３月 合金接点の製造販売を廃止 

平成18年８月 耐食性に優れた硬質磁性材料（マグネット）と高周波・大電流特性に優れた軟質磁性材料（アモ

ルファス）の製造販売を開始 



３ 【事業の内容】 

当社は、粉末冶金技術をベースとした含油軸受、機械部品、磁性材料及び樹脂成形技術をベースとした樹脂成形

品、精密加工技術を生かした精密金型の製造、販売を主たる事業としており、ＡＶ機器、情報通信機器、医療機器、

自動車等の分野に、これら部品を供給しております。又、その他の事業として不動産（土地）を賃貸しております。 

  

〔含油軸受部門〕 

含油軸受とは金属をスポンジ状に成形し、その空間に油をしみこませたもので、各種機械の回転軸を受ける部

分、特に給油困難な箇所や油漏れを嫌うところ等に使用されております。 

当社の含油軸受は、優れた軸受性能を要求される情報通信関係(携帯電話用振動モーター、ＦＤＤ、ＤＶＤ―ＲＯ

Ｍ等)、ＶＴＲ・オーディオ関係(主にキャプスタン軸受)の軸受として広く使用されております。 

当社含油軸受の主要製品である「ニカメット」は、ＡＶ機器用に開発した数ミクロンの内径寸法精度を持つ含油

軸受であり、特にＡＶ機器の軸受性能として要求される安定した摺動性、耐焼付性・耐磨耗性、シャフトとのなじ

み性等に優れた性能を発揮しております。 

〔機械部品部門〕 

当社の機械部品は、特に寸法精度が要求されるＡＶ・情報通信機器関係の小型機構部品として使用されておりま

す。 

当社の機械部品は、従来の粉末冶金技術では困難とされたさまざまな形状や、これまでの切削加工レベルを超え

た精密な部品を二次加工することなく実現しております。 

〔磁性材料部門〕 

磁性材料は硬質磁性材料と軟質磁性材料があり、前者はモーター、センサー等のマグネットとして後者はトラン

ス、チョークコイル等の電子部品のコア材として使用されております。 

当社の磁性材料は、硬質磁性材料ではネオジム等方性ナノコンポジット磁粉を主要な原料として、モーター、セ

ンサー等のボンド磁石として使用されております。 

軟質磁性材では、当社が開発したアモルファス材料をはじめセンダスト、Fe-Si等を原料として、医療機器、自動

車、AV機器、情報通信関連のチョークコイル等のコア材として広く使われようとしております。 

〔樹脂成形品部門〕 

当社の樹脂成形品は、めざましい成長を見せるＤＶＤプレーヤーやＤＶＤ－ＲＡＭ、ＣＤ－Ｒ／ＲＷ、次世代の

ブルーレイディスク用光ピックアップベースに採用されており当社の主力製品となっております。 

当社の樹脂成形品は、単品の精度はもちろんのこと、含油軸受等と組み合わせた複合部品として要求される精

度・性能を保証しております。 

〔精密金型部門〕 

当社の優れた精密加工技術と、樹脂成形品生産ノーハウを生かして、樹脂成形用精密金型(ＡＶ・情報通信機器関

係が中心)を製作し、ユーザーの要望に基づき成形品による精度保証をおこなっております。 

〔その他製品及び商品〕 

当社の優れた精密加工技術を生かし、ユーザーの要望される精密測定治具を製造、販売しております。 



４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であります。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

157 41.5 18.9 4,188,554



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期のわが国経済は、好調な輸出に加えて活発な設備投資を背景に雇用・所得環境の改善が進み、景気は全体と

して民需主導の緩やかな回復過程をたどりました。しかし、デジタル家電製品を始めとする耐久消費財の価格下落

に歯止めがかからず、資材調達価格の高騰や固定費の増加が企業収益を圧迫しかねない不安もあって、景気の先行

き懸念を払拭することができませんでした。 

当社製品の主要市場であるデジタル家電の分野では、薄型テレビが日本や欧米に続いて中国での需要も拡大した

ものの、ＤＶＤプレーヤーの在庫調整は長引きました。しかし、テレビ放送のデジタル化や2008年の北京オリンピ

ックをチャンスとしてデジタル家電の需要は着実に需要の拡大につながっています。 

このような中で当社の主力製品であるＤＶＤプレーヤーの光ピックアップベースが、客先の在庫調整や内製化の

ため大幅な減産となりました。新規製品の熱伝導樹脂はパソコンのＤＶＤやカーナビに、また、磁性材料は医療機

器のＭＲＩに、それぞれの中枢部品として供給を始めましたが、これらの売上高への寄与はまだ小さく、当期も既

存製品に依存せざるをえませんでした。既存製品のなかでも車載用オーディオ機器や携帯電話の振動モーターに使

われる機械部品や含油軸受はこれまでと変わらず好調に推移しましたが、テープビデオやＦＤＤなどの磁気メディ

アの市場縮小によりこれらの樹脂成形品や含油軸受の生産はほぼ終結いたしました。 

以上の結果、当期の売上高は19億９千万円（前期比22.9％減）、営業損失は５億１千２百万円（前期は３億４千

６百万円の損失）、経常損失は５億円（前期は３億３千２百万円の損失）、当期純損失は固定資産の減損損失７億

７千８百万円などを特別損失で処理したため12億５千１百万円（前期は３億５千２百万円の損失）となりました。 

  

部門別の業績は、次のとおりであります。 

〔含油軸受部門〕 

デジタル機器関連では、ＤＶＣ（デジタルビデオカメラ）用キャプスタン軸受はテープからディスクへのメディ

アチェンジが急速に進む中で大幅な減産となりました。ゲーム機用マグネシウムダイカスト製光ピックアップベー

スも当初の見込みほどの受注には至りませんでした。 

カーエアコン用ダンパーモーター軸受やカーナビ用スピンドルモーター軸受など自動車機器関連用途の軸受は順

調に推移しました。 

以上の結果、当期の売上高は４億６百万円（前期比24.3％減）となりました。 

〔機械部品部門〕 

主力製品であるカーオーディオ用インダッシュチェンジャー部品は、数量面で自動車業界の堅調さに支えられて

いるもののセットメーカーのコスト競争が激しく、シェアダウンの影響を受けました。 

以上の結果、当期の売上高は２億４千３百万円（前期比8.8％減）となりました。 

  



〔磁性材料部門〕 

ＭＲＩ用チョークコイルは上半期から量産が始まり、下半期は安定的な量産となりました。その他の新規引き合

いについては、そのほとんどが試作・開発段階にとどまり、当期の売上に寄与することはできませんでした。 

以上の結果、当期の売上高は３千４百万円にとどまりました。 

〔樹脂成形品部門〕 

ＩＴ関連では、記録型の光ピックアップベースは堅調に推移しました。熱伝導樹脂については、光ピックアップ

関係部品の量産を当期から開始しました。携帯電話に搭載されるオートフォルダー部品は客先の企画中止により短

命に終わりました。また、ＦＤＤ市場の急速な縮小に伴い、ＦＤＤ関係部品の需要は大幅に減少しました。 

デジタル機器関連では、主力製品であるＤＶＤプレーヤー用光ピックアップベースが、秋口から市場のだぶつき

により在庫調整に入った影響で、下半期は減産となりました。 

以上の結果、当期の売上高は９億２千４百万円（前期比11.6％減）となりました。 

〔精密金型部門〕 

精密金型の売上のほとんどを樹脂成形品の光ピックアップベース用の射出成形金型が占めており、この光ピック

アップベースの生産減少の影響により、当期の売上高は２億８百万円（前期比13.0％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純損失が12億４千７百万円になり

ましたが、減損損失７億７千８百万円、売上債権の減少２億６千９百万円、仕入債務の増加２億２千１百万円など

により、前期末に比べ４百万円減少し、１億４千３百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純損失が12億４千７百万円（前期税引前当期純損失３億４千

８百万円）となり、減価償却費２億１千８百万円（前期２億８千２百万円）、減損損失７億７千８百万円（前期―

百万円）、賞与引当金の増加２千万円（前期２千７百万円の増加）、退職給付引当金の減少１千２百万円（前期９

千９百万円の減少）、有形固定資産除却損３千９百万円（前期２千８百万円）等の非資金費用項目の増減、売上債

権の減少２億６千９百万円（前期２千７百万円の増加）、棚卸資産の増加３千７百万円（前期２億２千４百万円の

減少）、仕入債務の増加２億２千１百万円（前期８千５百万円の減少）等により８千６百万円（前期１千２百万

円）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出２億１千２百万円（前期２億１千２百万

円）、定期預金の払戻による収入２億１千２百万円（前期３億６千万円）、有形固定資産の取得による支出５千３

百万円（前期１億１百万円）、投資有価証券の売却等による収入１億２千万円（前期１千万円）等により、５千８

百万円（前期９千３百万円）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少７千６百万円（前期８千４百万円の減少）、長期借入

金の返済による支出５千７百万円（前期１億３千３百万円）などにより、△１億４千９百万円（前期△１億２千９

百万円）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 金額は販売価格により表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

  

(注) １ 金額は販売価格により表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部門別 金額(千円) 前年同期比(％) 

含油軸受 407,918 77.8 

機械部品 244,800 97.9 

磁性材料 34,600 ― 

樹脂成形品 927,088 90.6 

精密金型 208,217 87.0 

合計 1,822,624 77.5 

部門別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

含油軸受 414,359 80.8 30,195 133.6 

機械部品 247,786 89.0 33,282 112.9 

磁性材料 42,574 ― 8,296 ― 

樹脂成形品 880,286 82.7 47,816 51.7 

精密金型 266,168 127.0 82,746 333.7 

合計 1,851,176 80.1 202,337 119.5 



(3) 販売実績 

  

(注) １ 輸出販売高及び輸出割合は次のとおりであります。 

  

２ 主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は次のとおりであります。 

  

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部門別 金額(千円) 前年同期比(％) 

含油軸受 406,769 75.7 

機械部品 243,993 91.2 

磁性材料 34,278 ― 

樹脂成形品 924,942 88.4 

精密金型 208,217 87.0 

商品 77,188 150.7 

不動産賃貸収益 94,832 107.4 

合計 1,990,221 77.1 

前事業年度 当事業年度

輸出販売高(千円) 輸出割合(％) 輸出販売高(千円) 輸出割合(％) 

642,152 24.9 531,459 26.7 

輸出先 前事業年度 輸出先 当事業年度 

タイ 42.6％ タイ 52.1％ 

中国 25.9％ 中国 30.0％ 

香港 9.6％ 香港 7.9％ 

相手先 

前事業年度

相手先

当事業年度 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

三洋メディアテック㈱ 293,077 11.4 三洋メディアテック㈱ 357,207 17.9 



３ 【対処すべき課題】 

日米欧に加えて中国その他の新興国とも順調に経済発展が続き、薄型テレビや次世代ＤＶＤなどのデジタル家電に

は需要拡大のチャンスと思われます。一方、ガソリンの高騰や環境対策から自動車のハイブリッド化と電子制御化が

一段と進みつつあります。また、高度医療を支える検査機器の電子化にも目ざましい進展が見られます。これらを商

機として当社は、市場をこれまでのＡＶ分野からデジタル家電、自動車、医療機器などの分野にまで拡げ、熱伝導樹

脂や磁性材料などの新規製品を重点的に市場に投入し、より付加価値の高い経営を目指します。 

そのために、主力製品のＤＶＤ用光ピックアップベースでは機器の薄型化に対応して熱伝導樹脂を、また、磁性材

料についてはアモルファスやバインダレス技術による高性能化・小型化の特長を活かして電子回路やセンサーなどへ

の採用をそれぞれ提案してまいります。 

次期は、既存製品の生産を維持しつつ、新規製品の販売拡大に向けて生販技一体となった活動を強力に推し進めま

す。 

一方、経営再建のため、資産の減損処理、一部資産の売却、人員削減、工場レイアウト及び組織の簡素化等々、財

務、会計、管理等あらゆる面からの改善に取り組み、業績の回復を図ります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1) 為替レートの変動 

当社の売上は、年々米ドルによるものが増加しており、為替相場の変動によるリスク回避を目的として為替予約

取引を行っておりますが、米ドルに対する円高は、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 新製品の開発 

当社の利益確保は、既存製品の採算性の向上と新製品の販売によっておりますが、将来の成長は独自性のある新

製品の開発に依存するところが大きいと思われます。新製品の開発には以下のようなリスクが含まれております。 

① 当社が市場から支持を獲得できる新製品又は新技術を正確に予想できるとは限らず、またこれらの製品の販

売が成功する保証はありません。 

② 新たに開発した製品が、独自の知的財産権として保護される保証はありません。又当社の将来の製品が将来

的に他社の知的財産権を侵害しているとされる可能性がないとは言えません。 

③ 現在開発中の新技術の製品化遅れにより市場のニーズに対応できなくなる可能性があります。 

上記のリスクをはじめとして、業界と市場の変化を十分に予測できず、魅力ある新製品を開発できない場合

には、将来の成長と収益性を低下させ、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 退職給付債務 

当社は、年金資産を外部積立しておりますが、その運用においては株式市場の影響を強く受けます。株式市場が

低迷し、運用状況が悪化すれば年金資産が目減りし、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

平成16年9月17日株式会社ヤマダ電機と事業用借地権設定契約を締結いたしました。 

物件概要は下記のとおりであります。 

  

６ 【研究開発活動】 

基礎開発グループにおける当期中の研究開発活動におきましては新規事業である、圧縮成形仕様および射出成形仕

様の軟質磁性材料および硬質磁性材料および磁性コンパウンド材料の量産化および拡販活動を、製造部門に新設され

た磁性材料グループとともに実施してまいりました。この結果、医療分野、車載分野等への量産移行に進んでおりま

す。 

また、12月には等方性ボンド磁石としては最高特性を有する高Br材を発表すると共に、販売面では同月に丸紅子会

社となる丸紅プラックスと磁性材料販売における総代理店契約を締結しました。 

この結果、自動車分野に強い丸紅からの引き合いで、多くの車メーカーおよび系列会社からの引き合いに対応して

おります。 

このように新たな事業領域で進めるために、新たな商流や大学との共同研究も含めて進めております。 

熱伝導樹脂の商品化を目指して活動しております樹脂開発グループの当期中の研究開発活動につきましては、大手

の原材料メーカーとのコラボレーションによりお互いの技術・市場他の利点を活かして、顧客への製品活動を本格化

しております。その中で、従来の市場である情報機器関連、ＡＶ機器関連はもとより、電源・電材関連、建材関連、

食品・厨房関連、および自動車関連と従来にない分野へも試作品を納入して評価を進む段階となっております。その

中で、特に今後市場の拡大が見込めるＬＥＤ関連では試作金型を起工しての製造メーカーとの共同開発を進める段階

になっております。従来ない製品群として、熱硬化系樹脂での接着剤、あるいは基板用材として電子部品関連で顧客

へサンプルを納入し評価いただく段階となっております。 

また、絶縁性樹脂複合材では従来から共同研究を進めております公的研究機関と国庫補助金プロジェクトを有効に

活用して、材料の更なる改善を実施するとともに電気・電子分野への拡販活動を実施した結果、次年度より共同開発

をスタートするアイテムも具体化しております。 

その他、前年度から進めております大阪東部企業とのナノ関連国庫補助金プロジェクト活動ではセンサー開発、お

よびプロジェクト活動の事業化検討において中枢企業として活動を実施するとともに、次期新規開発テーマの探索を

進めております。 

なお、当事業年度における研究開発費の総額は、96百万円であります。 

  

所在地 大阪府寝屋川市大成町330番１、327番 

土地面積（実測面積） 11430.06㎡（3457.59坪） 

賃貸人 当社 

賃借人 株式会社ヤマダ電機 

賃貸借期間 平成16年9月17日から20年間 

賃貸料（月額） １坪（3.305785㎡）当たり、金2,300円 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

当事業年度末における資産合計は28億４千１百万円で前事業年度末に比べ12億７千４百万円減少しました。減少

の主な要因は、流動資産につきまして受取手形及び売掛金の売上債権の減少２億６千９百万円、固定資産につきま

して減損会計の適用などによる有形固定資産の減少９億４千２百万円及び投資有価証券の減少１億３千万円であり

ます。当事業年度末における負債合計は19億４千９百万円で前事業年度末に比べ７百万円増加しました。その主な

要因は、流動負債につきまして仕入債務の増加２億２千１百万円及び短期借入金の減少７千６百万円、固定負債に

つきまして長期借入金の減少５千５百万円であります。当事業年度末における純資産合計は８億９千２百万円で前

事業年度末に比べ１２億８千１百万円減少しました。これは当期純損失１２億５千１百万円によるものでありま

す。 

(2) 経営成績 

当事業年度の売上高は、前期比２２.９％減の１９億９千万円となりました。売上高が減少した主な要因は、既存

製品につきましてＤＶＤプレーヤーの光ピックアップベースが客先の生産調整や内製化により、ＦＤＤ関連製品や

ＶＴＲ関連製品が市場の縮小により大幅な減産となったうえ、新規製品につきましては熱伝導樹脂がパソコンのＤ

ＶＤやカーナビに磁性材料はＭＲＩにと供給を始めましたが売上高への寄与は僅かでありました。売上総損失につ

きましては、全社的な経費削減活動を実施しておりますが、売上高の減少に伴い１億２千５百万円となりました。

販売費及び一般管理費は３億８千６百万円となり、これにより当事業年度の営業損失は５億１千２百万円となりま

した。作業屑売却益などの営業外収益と支払利息などの営業外費用を計上した結果、経常損失は、５億円となりま

した。特別利益は、投資有価証券売却益７千１百万円を含め７千２百万円計上しております。特別損失は８億１千

８百万円計上しておりますが、これは当初想定していた収益が見込めなくなったことにより固定資産の減損損失を

７億７千８百万円計上したためであります。そして法人税、住民税及び事業税４百万円を差し引いた結果、当期純

損失は12億５千１百万円となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資総額は７千７百万円で、その内訳は新規受注対応設備７千２百万円、研究開発設備４百万円

であります。 

部門別の主な設備投資は、次のとおりであります。 

磁性材料部門では、５百万円（新規受注対応設備５百万円）の設備投資を実施いたしました。 

樹脂成形品部門では、６千４百万円（新規受注対応設備６千４百万円）の設備投資を実施いたしました。 

共通の設備では、５百万円（新規受注対応設備１百万円・研究開発設備４百万円）の設備投資を実施いたしまし

た。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

平成１９年３月３１日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額欄は帳簿価額であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２ その他資産の内訳は、構築物3,823千円、工具器具及び備品6,580千円、車両及び運搬具577千円であります。 

３  賃貸用地は、定期借地権設定契約により㈱ヤマダ電機に賃貸しているものであります。 

４ 従業員数には、役員及び使用人兼務取締役は含まれておりません。 

５ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地) 部門

土地
建物

(千円) 

機械及び
装置 

(千円) 

その他資産
(千円) 

合計 
(千円) 

従業員数
(人) 

面積(㎡) 金額
(千円) 

生産設備等 

  含油軸受 40,394 815,828 353,172 46,999 5,062 1,221,061 126

三重工場 機械部品     

(三重県亀山市) 磁性材料     

  樹脂成形品     

  精密金型     

  その他製品     

計 ― 40,394 815,826 353,172 46,999 5,062 1,221,061 126

その他 

本社 
商品開発研究所 
(大阪府寝屋川市) 

― 1,724 20,624 70,683 473 5,873 97,654 24

東京営業所 
(東京都豊島区) ― ― ― ― ― 46 46 7

賃貸用地 
(大阪府寝屋川市) ― 11,430 145,481 ― ― ― 145,481 ―

計 ― 13,154 166,105 70,683 473 5,919 243,181 31

合計 ― 53,548 981,932 423,855 47,473 10,982 1,464,243 157



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 資本準備金の減少額は欠損てん補によるものであります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 5,280,000 5,280,000
大阪証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 5,280,000 5,280,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年６月28日 
（注） 

― 5,280,000 ― 919,000 △216,165 1,170,534



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注)１ 自己株式11,400株は「個人その他」に11単元、「単元未満株式の状況」に400株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が111単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) 次の法人から、当期中に大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日 平成18年８月９日）、次のとおり株式を所有して

いる旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株

主の状況」では考慮しておりません。 

             

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 9 18 17 6 ― 376 426 ―

所有株式数 
(単元) 

― 1,074 251 654 46 ― 3,221 5,246 34,000

所有株式数 
の割合(％) 

― 20.47 4.78 12.47 0.88 ― 61.40 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

松 川 ふ み 子 大阪府枚方市香里ヶ丘 449 8.51

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2丁目4-6 448 8.48

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪府大阪市北区堂島浜1丁目2-6 327 6.20

松 川 清 喬 大阪府吹田市古江台 254 4.82

大 屋 廣 茂 神奈川県厚木市緑ヶ丘 237 4.49

株式会社京都銀行 
京都府京都市下京区烏丸通松原上る
薬師前町700番地 

200 3.79

半 谷 芳 子 東京都北区田端 187 3.54

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜4丁目5-33 120 2.27

金 山 利 政 愛知県豊橋市中世古町 106 2.01

松 川 淳 一 大阪府吹田市古江台 101 1.91

計 ― 2,430 46.03

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社日本エフピー研究所 東京都品川区西五反田1丁目4－8 445 8.43



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が111,000株(議決権111個)含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 11,000
― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

5,235,000 
5,235 ―

単元未満株式 
普通株式 

34,000 
― ―

発行済株式総数 5,280,000 ― ―

総株主の議決権 ― 5,235 ―

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本科学冶金株式会社 

大阪府寝屋川市大成町
13番３号 

11,000 ― 11,000 0.21

計 ― 11,000 ― 11,000 0.21



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項による取得 

会社法第155条第７号による取得 

（注） 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

（注） 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式数は含めておりません。 

  

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 200 215 

当期間における取得自己株式 ― ― 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 3,700 5,306 

当期間における取得自己株式 ― ― 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(千円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(千円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

保有自己株式数 11,400 ― 11,400 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を重要政策の一つと考えており、急速な技術革新に対応した設備投資、研究開発

投資を行い、新製品・新技術の開発・量産化に努め、会社の競争力を維持・強化し、収益力の向上、財務体質の強

化を図りながら、配当水準の向上と安定化に努めることを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中

間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当期は多額の損失を計上することとなりましたので、当期の配当は見送らさせていただきました。今後につきま

しては、各期の経営成績及び財政状況を勘案しつつ、利益配当による株主への利益還元を検討していく所存であり

ます。 

内部留保につきましては、経営体質の強化及び設備投資等、将来の事業展開に備えることにいたしたいと存じま

す。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部銘柄におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部銘柄におけるものであります。 

  

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) 500 435 650 626 1,869

最低(円) 165 200 215 301 515

月別 
平成18年 
10月 

11月 12月
平成19年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,660 1,298 1,698 1,720 1,635 1,508

最低(円) 1,091 965 1,030 1,320 1,350 1,130



５ 【役員の状況】 

  

(注) １ 監査役 山﨑武徳及び鈴木邦明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

３ 監査役 榎本保弘の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。 

４ 監査役 山﨑武徳の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。 

５ 監査役 鈴木邦明の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 ― 松 川 清 喬 昭和14年２月21日生

昭和39年３月 当社入社 

(注)２ 254

昭和43年４月  同 研究室長 

昭和49年５月  同 取締役就任 

昭和56年６月  同 常務取締役就任 

昭和62年４月  同 研究所長 

平成２年６月  同 代表取締役常務就任 

平成５年６月  同 常務取締役就任 

平成７年６月  同 専務取締役就任 

平成８年４月  同 代表取締役専務就任 

平成８年６月  同 代表取締役社長就任(現任) 

常務取締役 営業部長 霜 降 英 男 昭和17年７月20日生

昭和36年３月 当社入社 

(注)２ 7

昭和63年４月  同 営業部次長 

平成５年４月  同 営業部長(現任) 

平成８年６月  同 取締役就任 

平成14年６月  同 常務取締役就任(現任) 

取締役 三重工場長 佃   多喜男 昭和21年１月３日生

昭和44年11月 当社入社 

(注)２ 4

平成６年４月  同 第一製造部次長 

平成８年６月  同 三重工場長兼製造部次長 

平成10年６月  同 取締役就任(現任) 

平成11年４月  同 三重工場長(現任) 

取締役 総務部長 福 田 惠 介 昭和33年５月１日生

昭和54年４月 当社入社 

(注)２ 2
平成８年６月  同 総務部長代理 

平成14年４月  同 総務部長(現任) 

平成16年６月  同 取締役就任(現任) 

常勤監査役 ― 榎 本 保 弘 昭和11年６月24日生

昭和34年９月 当社入社 

(注)３ 7
平成５年４月  同 経理部長 

平成７年４月  同 部長待遇社長付 

平成７年６月  同 常勤監査役就任(現任) 

監査役 ― 山 﨑 武 徳 昭和15年４月18日生

昭和44年４月 大阪弁護士会登録 

(注)４ ―昭和44年４月 第一法律事務所入所(現任) 

平成11年６月 当社監査役就任(現任) 

監査役 ― 鈴 木 邦 明 昭和23年２月26日生

昭和44年７月 監査法人朝日会計社 

(現あずさ監査法人)入社 

(注)５ ―

昭和47年10月 公認会計士登録 

平成７年６月 同法人代表社員就任 

平成13年12月 同法人代表社員退任 

平成13年12月 公認会計士鈴木邦明事務所開設 

平成14年５月 ㈱イーサーブ代表取締役就任 

(現任) 

平成15年６月 当社監査役就任(現任) 

計 275



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は経営の透明性と迅速な経営判断により健全な企業経営の維持に努めております。そのためにコーポレー

ト・ガバナンス及びコンプライアンスを重視した施策を実施しております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

取締役会は取締役４名で構成し、部門責任者も加えた経営会議での議論をも踏まえて、経営環境の変化に即応し

た重要施策の決定を行っております。 

当社は監査役制度を採用しております。監査役は３名でいずれも当社との間に利害関係はありません。うち２名

の社外監査役は弁護士と公認会計士であり、常勤監査役とともに取締役の業務執行を監視し、コンプライアンスの

徹底を図っております。 

内部監査室を設け、専任者１名によりコンプライアンスの状況及び法令等遵守体制の有効性のチェックを行い、

その結果を定期的に取締役会及び監査役会に報告させております。 

会計監査につきましては、当社の会計監査人である新日本監査法人によって、第三者の立場から公平公正な助

言・指導を受けております。その他、必要に応じ弁護士、弁理士各事務所の指導を受けております。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

※ 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

  

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士３名  会計士補等６名 

  

(3) 役員報酬の内容 

  

(4) 監査法人に対する報酬の内容 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬9,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

指定社員 

業務執行社員 

橋 留 隆 志 

新日本監査法人 岡 本 善 英 

豊 原 弘 行 

取締役に支払った年間報酬総額 19,200千円   

監査役に支払った年間報酬総額 13,800千円 （うち社外監査役5,400千円） 

計 33,000千円   



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当

事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表について新日本監査法人により監査を受けており

ます。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

 １ 現金及び預金 ※２   361,050 356,178  

 ２ 受取手形 ※5,6   295,617 193,048  

 ３ 売掛金   526,185 359,576  

 ４ 商品   347 11,686  

 ５ 製品   45,121 43,835  

 ６ 原材料   28,284 30,028  

 ７ 仕掛品   51,896 86,282  

 ８ 貯蔵品   14,872 6,026  

 ９ 前払費用   7,270 6,269  

 10 未収入金   ― 28,383  

 11 その他   4,842 2,826  

   流動資産合計   1,335,486 32.5 1,124,141 39.6

Ⅱ 固定資産      

 １ 有形固定資産      

  (1) 建物 ※２ 1,294,521 1,293,102    

    減価償却累計額 841,664 452,857 869,246 423,855  

  (2) 構築物 153,749 119,297    

    減価償却累計額 111,906 41,842 115,474 3,823  

  (3) 機械及び装置 ※１ 4,705,515 3,996,497    

    減価償却累計額 3,927,195 778,320 3,949,024 47,473  

  (4) 車両及び運搬具 10,929 8,699    

    減価償却累計額 10,158 770 8,122 577  

  (5) 工具器具及び備品 ※１ 1,011,891 800,138    

    減価償却累計額 892,603 119,287 793,557 6,580  

  (6) 土地 ※２   1,010,593 981,932  

  (7) 建設仮勘定   2,913 ―  

   有形固定資産合計   2,406,584 58.5 1,464,243 51.5

 ２ 無形固定資産      

  (1) ソフトウェア   150 ―  

  (2) その他   1,815 ―  

   無形固定資産合計   1,965 0.0 ― ―

 ３ 投資その他の資産      

  (1) 投資有価証券   226,946 96,008  

  (2) 従業員長期貸付金   8,846 7,802  

  (3) 長期前払費用   670 ―  

  (4) 事業家保険   115,599 126,176  

  (5) その他   19,357 22,917  

   投資その他の資産合計   371,419 9.0 252,904 8.9

   固定資産合計   2,779,969 67.5 1,717,147 60.4

   資産合計   4,115,455 100.0 2,841,288 100.0

       



  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

 １ 支払手形 ※６   208,778 387,999  

 ２ 買掛金   34,609 77,374  

 ３ 短期借入金 ※２   825,706 748,800  
 ４ １年以内に返済予定の 
      長期借入金 

※２   62,244 60,851  

 ５ 未払金   72,574 21,716  

 ６ 未払費用   57,225 50,542  

 ７ 未払法人税等   8,493 7,269  

 ８ 預り金   4,576 18,026  

 ９ 賞与引当金   27,615 47,741  

 10 設備関係支払手形 ※６   45,771 46,100  

 11 その他 ※２   24,946 28,341  

   流動負債合計   1,372,541 33.4 1,494,764 52.6

Ⅱ 固定負債      

 １ 長期借入金 ※２   132,186 76,522  

 ２ 繰延税金負債   57,306 ―  

 ３ 退職給付引当金   12,030 ―  

 ４ 役員退職慰労引当金   113,255 120,903  

 ５ 預り保証金 ※２   254,680 244,240  

 ６ その他   ― 12,792  

   固定負債合計   569,459 13.8 454,457 16.0

   負債合計   1,942,000 47.2 1,949,222 68.6

       

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※３   919,000 22.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金      

 １ 資本準備金   1,386,700 ―  

   資本剰余金合計   1,386,700 33.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金      

 １ 利益準備金   93,000 ―  

 ２ 任意積立金      

    別途積立金 40,000 40,000 ― ―  

 ３ 当期未処理損失   349,165 ―  

   利益剰余金合計   △216,165 △5.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   86,679 2.1 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４   △2,758 △0.1 ― ―

   資本合計   2,173,455 52.8 ― ―

   負債資本合計   4,115,455 100.0 ― ―
       



  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

 １ 資本金   ― ― 919,000 32.3

 ２ 資本剰余金      

  (1) 資本準備金 ― 1,170,534    

   資本剰余金合計   ― ― 1,170,534 41.2

 ３ 利益剰余金      

  (1) その他利益剰余金      

    繰越利益剰余金 ― △1,251,885    

   利益剰余金合計   ― ― △1,251,885 △44.1

 ４ 自己株式   ― ― △8,280 △0.3

   株主資本合計   ― ― 829,368 29.2

Ⅱ 評価・換算差額等      

 １ その他有価証券 
   評価差額金 

  ― ― 62,730 2.2

 ２ 繰延ヘッジ損益   ― ― △32 △0.0

   評価・換算差額等合計   ― ― 62,698 2.2

   純資産合計   ― ― 892,066 31.4

   負債純資産合計   ― ― 2,841,288 100.0

       



② 【損益計算書】 
  

  
前事業年度

(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

 １ 製品売上高 2,441,924 1,818,200   

 ２ 商品売上高 51,203 77,188   

 ３ 不動産賃貸収益 88,265 2,581,394 100.0 94,832 1,990,221 100.0

Ⅱ 売上原価     

 １ 製品期首棚卸高 130,565 45,121   

 ２ 当期製品製造原価 2,393,158 2,040,976   

合計 2,523,724 2,086,097   

 ３ 製品期末棚卸高 ※１ 45,121 43,835   

 ４ 原材料評価損 317 37   

 ５ 製品売上原価 2,478,920 2,042,300   

 ６ 商品期首棚卸高 5,982 347   

 ７ 当期商品仕入高 35,020 72,832   

合計 41,002 73,179   

 ８ 商品期末棚卸高 347 11,686   

 ９ 商品売上原価 40,655 61,493   

 10 不動産賃貸原価 13,220 2,532,796 98.1 11,909 2,115,703 106.3

   売上総利益又は 
   売上総損失（△） 

  48,597 1.9 △125,482 △6.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

 １ 荷造・運賃 102,668 91,022   

 ２ 役員報酬 32,400 33,000   

 ３ 役員退職慰労 
   引当金繰入額 

9,391 7,647   

 ４ 従業員給与諸手当 119,316 116,787   

 ５ 退職給付費用 △6,618 4,303   

 ６ 賞与引当金繰入額 4,134 7,498   

 ７ 福利厚生費 32,763 29,019   

 ８ 旅費交通費 18,364 17,905   

 ９ 通信費 7,041 6,549   

 10 減価償却費 8,900 7,502   

 11 賃借料 11,407 12,864   

 12 租税公課 11,727 9,704   

 13 その他の経費 43,982 395,481 15.3 42,764 386,569 19.4

   営業損失   346,883 △13.4 512,051 △25.7



  

  

  
前事業年度

(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息 333 373   

 ２ 有価証券利息 45 ―   

 ３ 受取配当金 1,179 1,423   

 ４ 作業屑売却益 13,049 15,637   

 ５ 受取事務手数料 1,708 1,578   

 ６ 雑収入 13,544 29,859 1.1 6,542 25,554 1.2

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 14,201 13,869   

 ２ 雑損失 995 15,196 0.6 516 14,386 0.7

   経常損失   332,220 △12.9 500,883 △25.2

Ⅵ 特別利益     

 １ 貸倒引当金戻入益 397 ―   

 ２ 固定資産売却益 ※２ 16,268 1,243   

 ３ 転換社債償還益 1,781 ―   

 ４ 投資有価証券売却益 105 18,553 0.7 71,115 72,358 3.6

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産処分損 ※３ 34,391 39,668   

 ２ 減損損失 ※４ ― 34,391 1.3 778,880 818,548 41.1

   税引前当期純損失   348,058 △13.5 1,247,073 △62.7

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  4,812 0.2 4,812 0.2

   当期純損失   352,870 △13.7 1,251,885 △62.9

   前期繰越利益   3,705 ― 

   当期未処理損失   349,165 ― 

      



製造原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  
前事業年度

(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 924,171 40.0 777,632 37.3

Ⅱ 労務費 883,526 38.3 886,340 42.5

Ⅲ 経費 ※１ 501,965 21.7 421,367 20.2

  当期総製造費用 2,309,663 100.0 2,085,340 100.0

  仕掛品期首棚卸高 146,303 51,896  

合計 2,455,966 2,137,237  

  他勘定振替高 ※２ 10,912 9,978  

  仕掛品期末棚卸高 51,896 86,282  

  当期製品製造原価 2,393,158 2,040,976  

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

○ 原価計算の方法 

  原価計算の方法は、組別工程別総合実際原価計算を

採用しております。 

※１ 経費のうち主なものは次のとおりです。 

減価償却費 273,244千円

動力費 85,066千円

外注加工費 24,649千円

○ 原価計算の方法 

同左 

  

※１ 経費のうち主なものは次のとおりです。 

減価償却費 210,769千円

動力費 75,665千円

外注加工費 16,189千円

※２ 他勘定振替高の内容は次のとおりです。 

有形固定資産(建設仮勘定) 10,912千円

※２ 他勘定振替高の内容は次のとおりです。 

有形固定資産(建設仮勘定) 9,978千円



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 919,000 1,386,700 93,000 40,000 △349,165 △216,165 

事業年度中の変動額             

 別途積立金取崩額       △40,000 40,000 ― 

 利益準備金取崩額     △93,000   93,000 ― 

 資本準備金取崩額   △216,165     216,165 216,165 

 当期純損失         △1,251,885 △1,251,885 

 自己株式の取得             

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)             

事業年度中の変動額合計(千円) ― △216,165 △93,000 △40,000 △902,720 △1,035,720 

平成19年３月31日残高(千円) 919,000 1,170,534 ― ― △1,251,885 △1,251,885 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) △2,758 2,086,775 86,679 ― 86,679 2,173,455 

事業年度中の変動額             

 別途積立金取崩額   ―       ― 

 利益準備金取崩額   ―       ― 

 資本準備金取崩額   ―       ― 

 当期純損失   △1,251,885       △1,251,885 

 自己株式の取得 △5,521 △5,521       △5,521 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)     △23,948 △32 △23,981 △23,981 

事業年度中の変動額合計(千円) △5,521 △1,257,407 △23,948 △32 △23,981 △1,281,388 

平成19年３月31日残高(千円) △8,280 829,368 62,730 △32 62,698 892,066 



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前事業年度

(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 税引前当期純損失   △348,058 △1,247,073 

 ２ 減価償却費   282,144 218,272 

 ３ 減損損失   ― 778,880 

 ４ 貸倒引当金の減少額   △397 ― 

 ５ 賞与引当金の増加額   27,615 20,125 

 ６ 退職給付引当金の減少額   △99,770 △12,030 

 ７ 役員退職慰労引当金の増加額   4,021 7,647 

 ８ 有形固定資産除却損   28,191 39,356 

 ９ 有形固定資産売却益   △16,268 △1,243 

 10 転換社債償還益   △1,781 ― 

 11 投資有価証券売却益   △105 △71,115 

 12 受取利息及び受取配当金   △1,557 △1,797 

 13 支払利息   14,201 13,869 

 14 売上債権の増減額   △27,838 269,177 

 15 棚卸資産の増減額   224,912 △37,337 

 16 仕入債務の増減額   △85,366 221,986 

 17 その他   29,695 △97,223 

    小計   29,638 101,492 

 18 利息及び配当金の受取額   1,611 1,753 

 19 利息の支払額   △13,673 △11,580 

 20 法人税等の支払額   △4,812 △4,812 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   12,764 86,853 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 定期預金の預入による支出   △212,500 △212,500 

 ２ 定期預金の払戻による収入   360,000 212,500 

 ３ 有形固定資産の取得による支出   △101,123 △53,543 

 ４ 有形固定資産の売却による収入   48,583 1,521 

 ５ 投資有価証券の取得による支出   △400 ― 

 ６ 投資有価証券の売却等による収入   10,329 120,797 

 ７ 事業家保険の増加による支出   △11,749 △10,576 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   93,139 58,199 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 短期借入金の減少額   △84,294 △76,906 

 ２ 長期借入による収入   100,000 ― 

 ３ 長期借入金返済による支出   △133,610 △57,057 

 ４ 預り保証金の返還による支出   △10,440 △10,440 

 ５ 自己株式の取得による支出   △756 △5,521 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △129,100 △149,924 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △23,196 △4,872 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   171,746 148,550 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   148,550 143,678 
      



⑤ 【損失処理計算書】 
  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度

(平成18年６月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失   349,165 

Ⅱ 損失処理額     

   任意積立取崩額     

    別途積立金取崩額   40,000 40,000 

   利益準備金取崩額   93,000 

   資本準備金取崩額   216,165 

Ⅲ 次期繰越利益   ― 

      



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

重要な会計方針 

  

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

―――――  当社は、平成16年３月期以降４期連続して営業損失、

経常損失及び当期純損失を計上しており、当事業年度は

固定資産について減損損失を特別損失に計上したことに

より、急激に自己資本比率が低下しております。当該状

況により、当社には継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。当社は、当該状況を解消するた

め、経営再建計画を策定し活動を開始しております。再

建計画の骨子は、①新規製品（熱伝導樹脂、磁性材料）

の早期立ち上げ及び販路拡大、②生産体制の見直し（工

場の機能別生産体制への集約、生産形態の変更や組織の

統合）や販売管理部門における業務の見直しなど徹底し

た合理化、③前項の合理化により生じた余剰人員につい

て希望退職者募集の実施による人員及び人件費の削減、

④既存製品について、不採算製品の整理（合理化対策又

は受注撤退）及び選別受注による高付加価値製品への展

開、⑤自己資本比率改善と資金面の安定化を目的とした

資産の売却であります。 

 上記再建計画の遂行により、収益体質及び財務体質の

改善を図り経営基盤を強化し、企業価値の向上に努める

所存であります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

項目 
前事業年度

(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) その他有価証券： 

ⅰ時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

によっております。なお、評価差額

については全部資本直入法により処

理をし、売却原価は総平均法により

算定しております。 

ⅱ時価のないもの 

総平均法による原価法によっており

ます。 

(1) その他有価証券： 

ⅰ時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

によっております。なお、評価差額

については全部純資産直入法により

処理をし、売却原価は総平均法によ

り算定しております。 

ⅱ時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 製品・商品・原材料・仕掛品： 

  
総平均法による低価

法 

(2) 貯蔵品： 最終仕入原価法によ

る原価法 

(1) 製品・商品・原材料・仕掛品： 

同左 

  

(2) 貯蔵品： 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産： 

定率法(ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設備を除

く)については定額法)を採用してお

ります。なお、取得価額が10万円以

上20万円未満の資産については、３

年間で均等償却する方法を採用して

おります。 

(1) 有形固定資産： 

同左 

  (2) 無形固定資産：定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2) 無形固定資産： 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、貸倒実績率による回収不能見込

額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員の賞与(使用人兼務取締役の

使用人分を含む)の支給に充てるた

め、期末在籍従業員をもとに支給見

込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期

末における退職給付債務及び年金資

産の額に基づき、発生していると認

められる額を計上しております。 

なお、当社は退職給付費用の算定に

あたり、簡便法を採用しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく額を計上しており

ます。(内規に基づき、期末要支給

額の100％を引当計上しておりま

す。) 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法 ―――――  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 



  

  

項目 
前事業年度

(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。

為替予約等が付されている外貨建金

銭債権債務等については、振当処理

を行っております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

デリバティブ取引(為替予約取引) 

・ヘッジ対象 

相場変動による損失の可能性があ

る外貨建債権・債務 

(3) ヘッジ方針 

外貨建取引において、その取引契約

時に為替予約により円貨額を確定さ

せ、為替リスクをヘッジすることを

目的としております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象と為替予約取引の通貨種

別、期日、金額の同一性を確認する

ことにより有効性を判定しておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

  

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

  

  

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

――――― 

（不動産賃貸収益の計上区分） 

前事業年度まで、不動産賃貸収益は営業外収益区分に

計上しておりましたが、平成17年６月開催の定時株主総

会において定款を変更し、事業目的に新たに不動産の賃

貸を追加したことに伴い、当事業年度から営業収益区分

に計上しております。 

これにより、従来の方法に比べて、営業外収益は

88,265千円減少し、営業損失は同額減少しております

が、経常損失及び税引前当期純損失に与える影響はあり

ません。 

なお、前事業年度における不動産賃貸収益は、20,154

千円であります。 

――――― 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

892,098千円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

※１ 過年度に取得した有形固定資産のうち保険差益に

よる圧縮記帳額が次のとおり取得価額から控除さ

れております。 

機械及び装置 33,911千円

工具器具及び備品 4,137千円

計 38,048千円

※１        ――――― 

    

※２ 担保資産及び担保付債務は次のとおりでありま

す。 

担保資産 

担保付債務 

  

建物 452,817千円

土地 667,605千円

現金及び預金 80,000千円

短期借入金 825,706千円

一年以内に返済予定の長期借入金 62,244千円

長期借入金 132,186千円

預り保証金（1年以内の返還を含む） 265,120千円

※２ 担保資産及び担保付債務は次のとおりでありま

す。 

担保資産 

担保付債務 

  

建物 423,855千円

土地 650,585千円

現金及び預金 80,000千円

短期借入金 748,800千円

一年以内に返済予定の長期借入金 60,851千円

長期借入金 76,522千円

預り保証金（1年以内の返還を含む） 254,680千円

※３ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数は次の

とおりであります。 

会社が発行する株式総数 

 普通株式 12,000千株

発行済株式総数 

 普通株式 5,280千株

※３        ――――― 

    

※４ 自己株式の保有数は次のとおりであります。 

普通株式 7,500株

※４        ――――― 

  

    

※５        ――――― ※５ 受取手形割引高は70,000千円であります。 

    

※６        ――――― 

  

※６ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、期末残高に含まれており

ます。 

受取手形 11,535千円

支払手形 87,560千円

設備関係支払手形 6,722千円

    

 ７ 資本の欠損の額は311,924千円であります。  ７        ――――― 

    

 ８ （配当制限） 

   有価証券の時価評価により、純資産額が86,679千

円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

 ８        ――――― 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

※１ 製品の期末棚卸高は低価法による評価減後の金額

により計上しております。 

   なお、評価減額は153千円であります。 

  

※１ 製品の期末棚卸高は低価法による評価減後の金額

により計上しております。 

   なお、評価減額は2,025千円であります。 

  

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

土地 16,268千円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

機械及び装置 1,108千円

工具器具及び備品 134千円

計 1,243千円

※３ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 

    (除却損) 

  

建物 4,276千円

構築物 1,703千円

機械及び装置 18,926千円

車両及び運搬具 57千円

工具器具及び備品 3,227千円

既設設備撤去費用 6,200千円

計 34,391千円

※３ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 

    (除却損) 

  

建物 274千円

機械及び装置 18,913千円

車両及び運搬具 111千円

工具器具及び備品 20,056千円

既設設備廃棄費用 312千円

計 39,668千円

※４        ――――― ※４ 減損損失 

当社は、減損会計の適用に当たって、原則として

事業の種類別セグメントを基礎としたグルーピン

グを行っております。下表の資産は、当初想定し

ていた収益が見込めなくなったことにより、回収

可能価額まで減額しております。なお、回収可能

価額を正味売却価額により測定しており、不動産

鑑定評価等により、算定しております。 

  

用途 場所 種類 減損損失 

製造用資産 大阪府、 土地 28,661千円

  三重県 構築物 34,451千円

   機械及び装置 591,905千円

   工具器具及び備品 104,087千円

   その他 19,774千円

合計    778,880千円

 ５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、133,277千円であります。 

 ５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、96,086千円であります。 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加3,900株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 5,280,000 ― ― 5,280,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 7,500 3,900 ― 11,400 



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 361,050千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △212,500千円

現金及び現金同等物 148,550千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 356,178千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △212,500千円

現金及び現金同等物 143,678千円

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

         ――――― リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  工具器具及び備品

取得価額相当額 16,919千円

減価償却累計額相当額 1,340千円

減損損失累計額相当額 15,579千円

期末残高相当額 ―千円

  ２ 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

  

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

  

１年以内 2,787千円

１年超 12,792千円

合計 15,579千円

リース資産減損勘定期末残高 15,579千円

  ３ 支払リース料、減価償却費相当額及び減損損失 

  

支払リース料 1,340千円

減価償却費相当額 1,340千円

減損損失 15,579千円

  ４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

  

  

当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

  

  

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

 

①株式 71,928 208,694 136,765

②その他 11,031 18,252 7,220

合計 82,959 226,946 143,986

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

 

①株式 33,277 96,008 62,730

合計 33,277 96,008 62,730

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 

121,232 71,115



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

  

  

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

 当社は、外貨建債権・債務に係る将来の為替相場変動

によるリスクの回避を目的として為替予約取引を行って

おりますが、投機を目的としたデリバティブ取引は行わ

ない方針であります。為替予約取引の相手方は、信用度

の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によ

るリスクはほとんどないと認識しております。デリバテ

ィブ取引についての基本方針は取締役会で決定され、取

引の実行及び管理は、社内規定に基づき経理部が行って

おります。なお、損失が発生する場合には、精算する方

針により、損益に大きな影響を及ぼさないよう管理して

おります。 

同左 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

 ヘッジ会計を適用しており、デリバティブ取引の契約

額等、時価及び評価損益については、記載を省略してお

ります。 

同左 



(退職給付関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社の退職給付制度は、勤続期間が３年以上の従業員

が退職する場合、社内の退職年金支給規程に基づき、

退職時までの勤続年数や給与等に基づき算定された退

職一時金又は年金を支払うこととなっております。こ

の退職一時金又は年金の支払いに当てるため、適格退

職年金制度を100％採用し、外部拠出を行っておりま

す。なお、当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

  

    

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

退職給付債務 △614,503千円

年金資産 602,472千円

未積立退職給付債務 △12,030千円

退職給付引当金 △12,030千円

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日) 

退職給付債務 △644,233千円

年金資産 648,480千円

未積立退職給付債務 ―千円

退職給付引当金 ―千円

前払年金費用 △4,247千円

    

３ 退職給付費用に関する事項 

（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）

退職給付費用の額△43,634千円 

なお、当社は退職給付費用の算定にあたり、簡便法を

採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

退職給付費用の額33,847千円 

なお、当社は退職給付費用の算定にあたり、簡便法を

採用しております。 

    

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付債務の計算方法 

在籍する従業員については、退職給付にかかる期末自

己都合要支給額を、年金受給者については直近の年金

計算上の責任準備金を退職給付債務とする方法によっ

ております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付債務の計算方法 

同左 

②会計基準変更時差異の処理方法 

過年度に一括償却しております。 

なお、当社は退職給付費用の算定にあたり、簡便法を

採用しておりますので、基礎率等については記載して

おりません。 

②会計基準変更時差異の処理方法 

同左 



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

【関連当事者との取引】 

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

繰延税金負債 

退職給付引当金 4,788千円

役員退職慰労引当金 45,075千円

減価償却超過額 2,616千円

賞与引当金 10,991千円

繰越欠損金 869,950千円

その他有価証券評価損 3,808千円

その他 3,312千円

繰延税金資産小計 940,543千円

評価性引当額 △940,543千円

繰延税金資産合計 ―千円

その他有価証券評価差額 △57,306千円

繰延税金負債合計 △57,306千円

繰延税金負債の純額 △57,306千円

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

役員退職慰労引当金 48,119千円

減価償却超過額 2,412千円

賞与引当金 19,001千円

繰越欠損金 1,059,273千円

減損損失 309,994千円

繰延税金資産小計 1,438,800千円

評価性引当額 △1,438,800千円

繰延税金資産合計 ―千円

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  当期は税引前当期純損失となったため、記載してお

りません。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

同左 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

該当事項はありません。 同左 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

該当事項はありません。 同左 



(１株当たり情報) 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 
  

  
２ １株当たり当期純損失 

  

  

(重要な後発事象) 
  

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

１株当たり純資産額 412円22銭

１株当たり当期純損失 66円91銭

１株当たり純資産額 169円32銭

１株当たり当期純損失 237円57銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) ― 892,066

普通株式に係る純資産額(千円) ― 892,066

差額の主な内訳(千円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) ― 5,280,000

普通株式の自己株式数(株) ― 11,400

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(株) 

― 5,268,600

  
前事業年度

(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

当期純損失(千円) 352,870 1,251,885

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(千円) 352,870 1,251,885

普通株式の期中平均株式数(株) 5,273,983 5,269,529

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当事業年度
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

――――― 希望退職者募集の実施 

当社は、経営再建計画の一環として希望退職者を募集す

ることを平成19年４月27日開催の取締役会において決議

いたしました。募集要項等につきましては、平成19年６

月20日開催の取締役会において下記のとおり決定いたし

ました。 

（１）募集の概要 

対象者  50歳以上の社員、並びに三重工場以外の一

般職社員 

募集期間 平成19年７月17日から平成19年７月19日ま

で 

退職日  平成19年８月10日 

募集人員 20人 

（２）損益に与える影響 

募集人員20名の応募があった場合、割増退職金の支給

により、平成20年３月期に特別損失として約130,000

千円の計上を見込んでおります。 



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

＜その他有価証券＞   

㈱京都銀行 34,500 46,678 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 21 27,930 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 20 21,400 

計 34,541 96,008 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主のものは、次のとおりであります。 

（単位 千円） 

  

２ 当期減少額のうち主のものは、次のとおりであります。 

（単位 千円） 

  

３ なお、当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。 

  

４ 無形固定資産については、資産総額の１％以下のため、前期末残高、当期増加額及び当期減少額の記載を省略しておりま

す。 

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 1,294,521 1,400 
2,819
(39) 

1,293,102 869,246 30,087 423,855

 構築物 153,749 ― 
34,451

(34,451) 
119,297 115,474 3,567 3,823

 機械及び装置 4,705,515 14,026 
723,044

(591,905) 
3,996,497 3,949,024 133,806 47,473

 車両及び運搬具 10,929 ― 2,230 8,699 8,122 81 577

 工具器具及び備品 1,011,891 61,745 
273,498

(104,087) 
800,138 793,557 50,277 6,580

 土地 1,010,593 ― 
28,661

(28,661) 
981,932 ― ― 981,932

 建設仮勘定 2,913 76,975 
79,889
(1,971) 

― ― ― ―

有形固定資産計 8,190,114 154,147 
1,144,594
(761,115) 

7,199,667 5,735,424 217,820 1,464,243

無形固定資産       

 ソフトウェア ― ― ― 210 210 60 ―

 その他の 
 無形固定資産 

― ― ― 260 260 26 ―

無形固定資産計 ― ― ― 470 470 86 ―

長期前払費用 1,463 ― 
304

(304) 
1,158 1,158 365 ―

資産の種類 事業所 資産の名称 金額 

工具器具及び備品 三重工場 金型 56,609

建設仮勘定 三重工場 金型 53,695

資産の種類 事業所 資産の名称 金額 

機械及び装置 三重工場 
製造設備

（減損による） 
587,657

工具器具及び備品 三重工場 

金型
（除却による） 

60,126

製造設備
（減損による） 

92,042



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(一年以内に返済予定のものを除く)の決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額 

  

  

【引当金明細表】 

  

(注) 賞与引当金、役員退職慰労引当金の計上の理由及び基準は、重要な会計方針に記載のとおりであります。 

  

区分 
前期末残高
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 825,706 748,800 1.79 ― 

一年以内に返済予定の長期借入金 62,244 60,851 1.78 ― 

長期借入金 
(一年以内に返済予定のものを除く) 

132,186 76,522 1.83
 平成20.4.30 
～平成22.5.31 

合計 1,020,136 886,173 ― ― 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

35,604 35,604 5,314 ― 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

賞与引当金 27,615 47,741 27,615 ― 47,741

役員退職慰労引当金 113,255 7,647 ― ― 120,903



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 期日別内訳 

  

  

区分 金額(千円)

現金 1,703

預金  

当座預金 130,264

普通預金 11,072

定期預金 212,500

別段預金 637

小計 354,475

合計 356,178

相手先 金額(千円)

三洋メディアテック㈱ 124,508

ミツミ電機㈱ 45,853

ソニーサプライチェーンソリューション㈱ 9,670

山宗㈱ 3,661

ＮＥＯＭＡＸ商事㈱ 2,185

その他(三洋精密㈱ほか) 7,168

合計 193,048

期日別 金額(千円)

平成19年３月 11,535

平成19年４月 28,723

平成19年５月 63,571

平成19年６月 42,387

平成19年７月 46,831

合計 193,048



③ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 売掛金滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

④ 商品 

  

  

⑤ 製品 

  

  

相手先 金額(千円)

ＳＭＢＣファイナンスサービス㈱ 52,902

三洋メディアテック㈱ 35,805

三洋電機㈱ 34,347

MURAMOTO ELECTRON(THAILAND) 
PUBLIC COMPANY LIMITED  

27,975

ミツミ電機㈱ 19,445

その他(東芝ファイナンス㈱ほか) 189,100

合計 359,576

期首残高 
(Ａ) 
(千円) 

当期発生高 
(Ｂ) 
(千円) 

当期回収高
(Ｃ) 
(千円) 

当期末残高
(Ｄ) 
(千円) 

回収率(％)
(Ｃ)

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(カ月)

(Ｄ)÷ 
(Ｂ) 
12 

526,185 1,993,108 2,159,716 359,576 85.73 2.2

区分 金額(千円)

その他商品 11,686

合計 11,686

区分 金額(千円)

含油軸受 14,908

機械部品 4,688

磁性材料 288

樹脂成形品 23,949

合計 43,835



⑥ 原材料 

  

  

⑦ 仕掛品 

  

  

⑧ 貯蔵品 

  

  

区分 金額(千円)

原料 
銅系粉末 6,845

ポリフェニレンサルファイド樹脂 3,749

買入部品 
黄銅・アルミ加工品 1,530

亜鉛ダイカスト 1,527

鉄系粉末ほか 16,375

合計 30,028

区分 金額(千円)

含油軸受 19,252

機械部品 23,253

磁性材料 1,068

樹脂成形品 21,759

精密金型 20,947

合計 86,282

区分 金額(千円)

超硬材 3,486

回収樹脂 619

切削工具類 499

その他 1,420

合計 6,026



負債の部 

① 支払手形 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 期日別内訳 

  

  

② 買掛金 

  

  

相手先 金額(千円)

丸紅プラックス㈱ 120,279

キカイサービス㈱ 44,690

江口ダイカスト㈲ 40,707

新子製作所 24,347

西村㈱ 17,349

その他(ジャパン・エア・ガシズ㈱ほか) 140,624

合計 387,999

期日別 金額(千円)

平成19年３月 87,560

平成19年４月 81,982

平成19年５月 91,075

平成19年６月 64,067

平成19年７月 63,313

合計 387,999

相手先 金額(千円)

丸紅プラックス㈱ 23,623

キカイサービス㈱ 19,203

江口ダイカスト㈲ 5,658

世紀㈱ 4,448

ジャパン・エア・ガシズ㈱ 3,185

その他(福田金属箔紛工業㈱ほか) 21,255

合計 77,374



③ 預り保証金 

  

  

相手先 金額(千円)

㈱ヤマダ電機 244,240

合計 244,240



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
住友信託銀行株式会社 証券代行部
   大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

  株主名簿管理人 
住友信託銀行株式会社 
   大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき300円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
住友信託銀行株式会社 証券代行部
   大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

  株主名簿管理人 
住友信託銀行株式会社 
   大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 
１単元当たりの株式の売買の委託に係る手数料相当額を買い取った単元未満株式の数
で案分した額 

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告により行う。ただし、電子公告を行うことができない
事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞社に掲載して行う。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
あります。 
http://www.yakin.co.jp/koukoku/index.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 

  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第63期) 

平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで
  

平成18年６月29日 

近畿財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第64期中) 

  
平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで

  

  
平成18年12月22日 

近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

日本科学冶金株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本科

学冶金株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本科

学冶金株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、不動産賃貸収益の計上区分を営業外収益区分から営業収益区分に

変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  永  原  新  三  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岡  本  善  英  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月27日

日本科学冶金株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本科

学冶金株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第64期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本科

学冶金株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

１. 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は4期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上して

おり、当事業年度において減損損失を特別損失に計上したことにより、急激に自己資本比率が低下し継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

２. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年4月27日開催の取締役会において、希望退職者を募集す

ることを決議した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  橋  留  隆  志  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岡  本  善  英  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  豊  原  弘  行  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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